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１ 指定管理者の募集について 

芦屋公園有料公園施設（庭球場，芦屋公園会議室及び駐車場）について，芦屋公園有料公園施設の

管理業務を効果的かつ効率的に行うため，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第

３項及び芦屋市都市公園条例（昭和４０年条例第１３号）第１５条第１項の規定により，広く事業者

を公募し，管理運営について創意工夫ある提案を募集するものです。 

 

２ 業務概要 

(1) 芦屋公園有料公園施設の概要 

ア 所在地及び施設概要 

(ｱ) 所在地  

a 地番 芦屋市松浜町５６番 

b 住所 芦屋市松浜町４番４号 

(ｲ) 面積 

a 敷地面積          約８，８１７．３６㎡ 

b 庭球場面積         約７，２５８．２１㎡ 

c 建物他（駐車場等含む）    １，５５９．１５㎡ 

d 延床面積             ４１０．５６㎡ 

e 建築面積             ４０８．０９㎡ 

(ｳ) 主な施設 

a 庭球場 １０面 

b 管理施設 １棟 

c 駐車場 ２８台 

(ｴ) 図面（募集要項末尾に添付） 

ａ 施設 配置図 

ｂ 管理棟 平面図 

ｃ 管理箇所 位置図 

 

イ 供用日時 

(ｱ) 供用日時 

施設名 供用日 供用時間 

庭球場 １月５日～１２月２７日 午前９時～午後９時 

芦屋公園会議室 １月５日～１２月２７日 午前９時～午後５時 

駐車場 １月１日～１２月３１日 午前０時～午後１２時 

(ｲ) 供用日時の変更 

供用日時は，市長の承認により変更することができます。応募に当たっては現在の供用日時を維

持することを必要条件としますが，それ以外の提案（時間延長等）も可能です。 

ウ 芦屋公園有料公園施設の利用料金 

条例で定めている利用料金は下記のとおりです。ただし，指定管理者の創意工夫により，条例で

定める料金を上限として，割引料金，季節料金等の設定などもできますので，ご提案ください。た

だし，その設定により事業を実施する場合は,事前に市長の承認を得る必要があります。 
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(ｱ) 芦屋公園有料公園施設を利用する場合の利用料金 

施設名 区分 利用料金 超過料金 

庭球場 専用 平日 １時間 

１，５００円 

１時間増すごとに（１時間未満は１時

間とする。）１，５００円 

日曜日，土曜日及び

祝日法による休日 

１時間 

２，０００円 

１時間増すごとに（１時間未満は１時

間とする。）２，０００円 

芦屋公園会議室 専用 １時間５００円 １時間増すごとに（１時間未満は１時

間とする。）５００円 

駐車場 一般 ３０分までごとに１００円（庭球場又は芦屋公園会議室の利用者に限り，最初

の３０分以内は無料）とする。ただし，午前８時から翌日の午前８時までの間

の利用については，１，０００円の範囲内で規則で定める額を上限とする。 

（ｲ）庭球場の付属設備を利用する場合 

設備の種類 利用料金 超過料金 

庭球場照明 １時間５００円 

（１時間未満は１時間とする。） 

１時間につき５００円 

（１時間未満は１時間とする。） 

(ｳ) 駐車場以外の利用料金の減免 

項目 減免割合 

市および委員会が主催して事業又は行事を行うとき。 ３割 

市立学校園が全校行事を行うとき ３割 

市が育成する公共的団体が設立目的遂行のための事業又は行事を行うとき。 ３割 

その他市長が特に必要と認めるとき。 ３割 

  (ｴ)駐車場の利用料金の減免 

   項目 減免割合 

身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第１５条の身体障害者手帳

の交付を受けている者，精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和２

５年法律第１２３号)第４５条の精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る者若しくは療育手帳制度要綱(昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６

号厚生事務次官通知)による療育手帳の交付を受けている者又はこれらの者

を介護する者が駐車場を利用するとき。ただし，当該駐車場を設置する都市

公園の有料公園施設を利用する場合に限る。 

１０割 

その他市長が特に必要と認めるとき。 １０割 

 (2) 管理運営方針 

指定管理者の創意工夫に基づいた管理運営により，質の高いサービスを芦屋公園有料公園施設利用

者に提供するとともに，管理経費の節減を図ることを期待しています。 

ア 基本方針 

芦屋公園有料公園施設は市民のスポーツ活動や憩いの場として親しまれています。一方，駐車場

部分は常時開放施設であることに加え，庭球場は住宅地と近接しているため，利用者や近隣住民の

声を大切にしながら，芦屋公園有料公園施設の特性に合わせた管理運営を行ってください。 

イ 維持管理方針 

植栽管理については，原則，仕様書を基本に，より質の高い適正な維持水準を保てるよう必要な

管理を行ってください。 

施設や設備については，全ての施設を清潔に保ち，かつ機能を正常に保持し，芦屋公園有料公園
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施設利用者が快適かつ安全に利用できるよう，適正な管理と保守点検を行ってください。 

ウ 芦屋公園有料公園施設の運営方針 

市民の多様なニーズに応えるため，常に芦屋公園有料公園施設利用者の声を聴取し，反映できる

ものは取り入れてください。 

芦屋公園有料公園施設利用の活性化を図るため，運営面において，市民参加・市民協働の実現と

諸活動の育成・支援に努めてください。 

エ 法令等の遵守及び利用者の安全性・快適性を考慮した管理運営 

次の法令等を遵守し，施設利用者の安全性及び快適性に考慮した管理運営を行ってください。 

 (ｱ) 都市公園法，都市公園法施行令，都市公園法施行規則 

(ｲ) 地方自治法，地方自治法施行令ほか行政関連法規 

(ｳ) 最低賃金法，労働基準法，労働安全衛生法ほか労働関係法規 

(ｴ) 芦屋市都市公園条例，芦屋市都市公園条例施行規則，芦屋公園庭球場の管理運営に関する要綱 

(ｵ) 個人情報の保護に関する法律及び芦屋市個人情報保護条例等 

(ｶ) 関係税法（法人税，事業所税，所得税等） 

(ｷ) 芦屋市都市景観条例等 

(ｸ) 芦屋市暴力団排除条例，芦屋市契約等に係る事務からの暴力団等の排除措置に関する要綱 

(ｹ) その他関係する法令等 

 

３ 業務内容 

(1) 業務内容 

指定管理者は以下の業務を行うこととします。 

ア 施設全般の管理運営に関する業務 

(ｱ) 施設の経営マネジメント業務 

(ｲ) 施設の総務・経理業務 

(ｳ) 施設の集客促進業務 

(ｴ) 防火管理 

(ｵ) 備品の管理 

(ｶ) 事業報告書の作成及び提出 

(ｷ) 業務日誌の作成及び月報の提出 

(ｸ) 受付及び案内 

(ｹ) 利用料金の徴収 

(ｺ) 利用者の誘導，整理及び安全確保 

(ｻ) 傷病者等の救護措置，状況報告等 

(ｼ) 利用状況の集計及び報告 

 (ｽ) インターネット予約システム 

芦屋公園有料公園施設窓口で会場使用のための利用登録をし，かつインターネット利用登録した

団体は，利用申込み内容と当該施設の利用状況の確認ができます。 

指定管理者はスポーツ推進課と調整を行い，利用者サービスの維持に努めてください。 

イ 建物及び附属設備の維持管理業務 

(ｱ) 運転監視及び保安業務 

各施設を安全かつ効率よく運転・監視するとともに，適切な保安業務を実施してください。 

(ｲ) 清掃等 

常に施設の環境を良好に保ってください。 
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(ｳ) 建物の維持管理 

常に建物を良好に維持してください。 

(ｴ) 設備・機械等の保守点検 

必要に応じ，設備・機械等の保守点検を実施してください。 

(ｵ) 駐車場の管理 

路上駐車の注意の呼びかけ及び混雑時には整理・誘導を行ってください。なお，指定管理者とし

て運営する期間は，市が指定した駐車場運営事業者への一部委託により実施するものとします。 

(ｶ) 消耗品の補充等 

施設運営に係る必要な消耗品は，指定管理者において適宜補充，交換等を行ってください。 

ウ 施設を活用した事業の実施（指定管理者の自主事業） 

(ｱ)  本市のスポーツ推進実施計画の政策目標に基づき，スポーツの推進・啓発に関する施設を活用

した事業や施策を，指定管理者の経費負担により実施してください。 

(ｲ) 庭球場および芦屋公園会議室の集客促進及び利用率向上を目的とした事業や施策を，指定管理

者の経費負担により実施してください。 

(ｳ) 施設を活用した事業の企画・運営に当たっては，地域住民や市民との協働事業を積極的に実施

してください。ただし，宗教活動，政治活動，公序良俗に反する活動は禁止です。 

(ｴ) 事業の実施に当たっては，事業計画を事前に市に提出し承認を得てください。 

(ｵ) 自主事業に係る参加費を参加者より徴収する場合は，これを指定管理者の収入とします。 

(ｶ) 自動販売機の設置は，芦屋公園有料公園施設の指定場所のみとします。なお，販売収入はスポ

ーツの推進及び啓発に係る費用に充当してください。別途，使用料を徴収します。 

(ｷ) 売店を出店する場合は，市の許可が必要です。別途，使用料を徴収します。 

エ 事業報告書等の提出 

指定管理者は，毎年度終了後，自主事業の状況，利用状況，管理運営状況，利用料金等の収入状

況，管理運営に要した経費等の収支状況などを記載した事業報告書を市長宛に提出するほか，管理

運営の状況について毎月，市に報告しなければなりません。 

オ 市・委員会等の主催等の行事に関する事業 

芦屋公園有料公園施設を使用した市・委員会の主催の行事の受け入れ及び運営に協力をしてくだ

さい。 

(2) 業務の委託 

指定管理者は，業務の一部を第三者に委託することができます。その場合は，市内企業育成等の

ため，市内の企業を最優先として活用してください。 

 

４ 応募資格 

法人又は団体（以下「法人等」という。）が対象で，法人格の有無は問いません。ただし，個人は対

象となりません。 

(1) 単独の法人等で申請する場合 

 兵庫県又は大阪府内に本社，支社，営業所等の事業所があること。 

(2) 複数の法人等による連合体（以下「連合体」という。）で申請する場合は，次の条件の全てに該当

しなければなりません。 

ア 連合体を構成する法人等（以下「連合体構成法人等」という。）の数は２以上とし，それら連合

体構成法人等の中から代表する法人等を選出していること。 

イ 連合体構成法人等のいずれも上記(1)の条件を満たすこと。 

(3) 複数応募の禁止 
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ア 連合体構成法人等は２以上の本申請に係る連合体構成法人等になることができません。 

イ 単独で指定管理者の申請をする法人等は，本申請に係る連合体構成法人等になることができませ

ん。 

(4) 欠格事項 

次に該当する法人等は，応募することができません。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当する者 

イ 応募書類提出時点において，本市の一般競争入札の参加停止又は指名競争入札の指名停止等措置

を受けている者，またはそれに準じるもの。 

ウ 連合体構成法人等又はその代表が，芦屋市暴力団排除条例第２条１号から３号までに規定する者

又は指定管理者としてふさわしくない者 

エ 法人税，消費税，地方消費税，府県民税及び市町村民税を滞納している者 

オ 指定管理者の選定を行う選定・評価委員の属する法人又は公募事務に関与した者及びこれらの者

と利害関係を有する者等 

カ 本市，他の自治体を問わず，指定管理者の指定の取り消しを受けた者 

キ 本市，国や県等の公的機関による許認可取り消し等の行政処分及び業務改善等の行政指導を過去 

３年以内に受けている者 

ク 指定管理業務に関連する業務に係る訴訟が係属中のもの及び過去３年以内に敗訴している者 

(5) 連合体構成法人等の構成員の変更 

連合体で応募する場合，代表する法人等及び連合体構成法人等については，業務遂行上支障がない

と本市が判断した場合，変更を認めることがあります。その場合には，連合体の協定書のほか，必要

に応じ応募書類の再提出を求めます。 

(6) 申請する法人等（連合体の一部を含む）が，指定管理期間中に合併，その他の事由により法人等の

名称，形態が変更となることがあらかじめ見込まれる場合には，必要に応じ追加の書類の提出を求め

ます。 

 

５ 応募方法 

(1) 応募書類 

応募に当たっては，申請時に正本１部，副本１０部（副は複写でも可）および電子データ（ワード

形式）を提出していただきます。 

ア 芦屋公園有料公園施設指定管理者指定申請書（様式１） 

(ｱ) 連合体応募の場合は構成団体表及び連合体結成に係る協定書又はこれに相当する書類（様式は

任意）＊代表者の権限や構成団体の役割分担及び責任分担等を明記してください。 

(ｲ) 法人等の組織，沿革その他事業の概要を記載した書類 

イ 芦屋公園有料公園施設事業計画書（様式２） 

(ｱ) 法人等の概要説明書 

(ｲ) 芦屋公園有料公園施設管理運営に当たっての基本方針 

(ｳ) 管理体制 

日常の管理体制（常駐者）が分かるように記載してください。（非常駐者は，その旨を明示し

てください。） 

(ｴ) 維持管理 

(ｵ) 運営の取組 

(ｶ) 自主事業案 

(ｷ) 管理運営費 
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管理運営費は，平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日までの期間について，毎年度の

経費で算出してください。 

(ｸ) 人件費及び損害保険料の内訳 

ウ 芦屋公園有料公園施設指定管理者募集要項に関する質問書（様式３） 

エ 辞退届（様式４） 

オ 指定管理者の選定等に係る誓約書（様式５） 

カ 添付書類 

(ｱ) 定款，寄附行為（法人以外の団体にあってはこれに相当する書類） 

(ｲ) 法人登記簿謄本，印鑑証明書（法人のみ） 

(ｳ) 法人税，消費税，地方消費税，県税及び市町村税の各納税証明書 

(ｴ) 法人税，消費税及び地方消費税の申告書 

(ｵ) 直近３年間の法人等の財務状況に関する書類（損益計算書，貸借対照表，会計監査法人又は監

査役会により監査を受けた場合その監査報告書） 

(ｶ) 法人等の設立趣旨，運営方針，事業内容等の概要が分かるもの 

(ｷ) 事業実績等の概要が分かるもの 

(ｸ) 代表者履歴，役員名簿 

(ｹ) その他本市が必要と認めた書類等 

連合体構成法人等の応募の場合は，連合体構成法人等を構成する全ての法人等について，上記の

添付書類を提出してください。 

(2) 募集要項の配布 

   募集要項を平成２８年８月１５日（月）から９月１６日（金）まで（土曜日，日曜日を除く。）配布

します。ホームページからダウンロードできる期間も同じ期間です。なお募集要項の受領時には，受

付票に連絡先等記入してください。 

ア 配布場所 芦屋市教育委員会 社会教育部 スポーツ推進課 

       （芦屋市立体育館・青少年センター３F） 

イ 配布時間 午前９時から午後５時３０分まで（１２時から１２時４５分を除く。） 

(3) 現場説明会 

平成２８年８月２９日（月）午前１０時から芦屋公園会議室で現場説明会を開催します。 

(4) 応募書類の受付 

応募書類は平成２８年８月１５日（月）から９月１６日（金）まで（土曜日，日曜日を除く。）受

付します。 

ア 受付場所 芦屋市教育委員会 社会教育部 スポーツ推進課 

       （芦屋市立体育館・青少年センター３F） 

イ 受付時間 午前９時から午後５時３０分まで（１２時から１２時４５分を除く。）なお，提出期

限後の変更及び追加は認めません。 

ウ 応募書類等は必ず持参してください。 

エ 応募に要する経費については，申請者の負担とします。 

オ 本市が必要と認めるときは，期間を定めて追加書類の提出を求めることがあります。 

カ 提出された書類は，これを書き換え，差し替え，又は撤回することはできません。 

キ 提出された書類は，いかなる理由があっても返却しません。 

ク  申請書類の作成に用いる単位は計量法に定めるものとし，使用通貨は日本円，使用言語は日本語

とします。時刻は，日本標準時とします。 

 (5) 質問及び質問に対する回答 
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ア 質問の方法 

質問の要旨を簡潔にまとめ，芦屋公園有料公園施設指定管理者募集要項に関する質問書（様式

３）を持参するか，スポーツ推進課代表メール（sport@city.ashiya.lg.jp）まで送信してください。 

イ 質問の受付期間 

平成２８年８月１５日（月）から９月２日（金）まで（土曜日，日曜日を除く。）受付します。 

持参の場合は，午前９時から午後５時３０分まで（１２時から１２時４５分を除く。）です。 

ウ 質問の受付場所 

〒６５９－００７２ 芦屋市川西町１５番３号（芦屋市立体育館・青少年センター３F）  

芦屋市教育委員会 社会教育部 スポーツ推進課 

エ 質問に対する回答の方法 

質問の都度，メール等で回答します。最終回答は平成２８年９月９日（金）までに行います。 

なお，質問内容が法人等独自の提案に係ると本市で判断されるものについては，当該法人等のみ

に回答し，それ以外については，随時，市ホームページにアップします。 

 

６ 指定管理予定者選定の基準等 

(1) 選定方法 

芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の規定に基づき，芦屋市指定管理者選定・

評価委員会で，書類審査及び面接審査により選定します。選定・評価委員会の開催要旨，審査過程の

概要（選定方法，応募団体名等），選定基準はホームページ等で公表します。 

(2) 面接審査（プレゼンテーション） 

書類審査の結果，面接審査（プレゼンテーション）を実施します。面接を実施する法人等（連合体

を含む。）には，日時，場所，出席人数等について後日連絡します。また，プレゼンテーション当日

において，新たに追加資料を配布することができません。プレゼンテーションに際して，芦屋市で以

下の備品をご用意します。それ以外のパネル等の道具類については応募者にてご用意願います。 

なお，次の機種以外のアプリケーションソフト又はプロジェクターを使用される場合は，応募者に

てご用意願います。芦屋市のパソコンを使用される場合は，ＵＳＢメモリー又はＣＤ－ＲＯＭにデー

タを保存してご持参願います。 

 

 

 

 

上記備品以外のものをご持参される場合は，事前に事務局までご連絡願います。 

 (3) 選定基準 

選定・評価委員会は，次の項目を基本に，公平かつ適正に審査し，選定します。 

ア 芦屋公園有料公園施設管理運営に当たっての基本方針 

(ｱ) 芦屋公園有料公園施設の管理運営を行うに当たっての基本方針について 

(ｲ)  団体の理念及び運営方針について 

(ｳ)  団体の業務推進能力について 

イ 管理体制 

(ｱ)  芦屋公園有料公園施設の管理体制について 

(ｲ)  緊急時の対応について 

(ｳ)  管理の質及び利用者サービスの向上の取組について 

ウ 維持管理 

芦屋市で用意できる備品 

パソコン：Ｏｆｆｉｃｅ２０１０ スタンダード（Ｅｘｃｅｌ・Ｗｏｒｄ・Ｐｏｗｅｒ

Ｐｏｉｎｔ），プロジェクター，スクリーン 
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(ｱ)  芦屋公園有料公園施設の管理について 

(ｲ)  庭球場の維持管理について 

(ｳ) 安全対策について 

(ｴ) 環境に配慮した取組について 

エ 運営の取組 

(ｱ)  芦屋公園有料公園施設の運営について 

(ｲ)  個人情報保護の措置について 

(ｳ)  不法行為・迷惑行為等への取組について 

(ｴ)  市民参加及び市民協働への取組について 

(ｵ)  集客促進及び利用率向上を目的とした事業や施策について 

(ｶ)  本市のスポーツ推進実施計画の政策目標に基づいた事業や施策について 

オ 管理運営費（消費税及び地方消費税の率については１０％として算出します。） 

(ｱ)  管理運営費の工夫 

(ｲ)  人件費内訳 

(ｳ)  施設賠償責任保険内訳 

(ｴ)  第三者賠償保険内訳 

(ｵ)  修繕積立金 

修繕積立金は，５００万円以上の提案とします。 

(4) 選定結果 

応募された法人等（連合体を含む。）に，文書で選定結果を通知します。 

指定候補者及び次点候補者となった団体については，団体名，審査基準の大項目ごとの得点，合計

点，選定理由及び評価をホームページ等で公表します。また，候補者とならなかった団体については

審査基準の大項目ごとの得点，合計点，選定されなかった理由及び評価をホームページ等で公表しま

す。 

（5）選定後の提出書類 

   指定候補者については役員等が暴力団等に該当しない旨等を記載した誓約書及び役員名簿（様式６）

を協定締結前までに提出してください。連合体構成法人等の応募の場合は，連合体構成法人等を構成

する全ての法人等分を提出してください 

 

７ 指定及び協定の締結 

(1) 指定手続 

指定候補者については，地方自治法の規定に基づき，指定管理者として指定する議案を市議会に対

し提出し，議決後に指定管理者として指定します。 

市議会の議決を得られないとき，又は指定手続の過程で指定管理者に指定することが著しく不適当

と認められる事情が生じたとき等の場合には，指定候補者を指定管理者に指定しないことがあります。 

この場合，市は，次点候補者と協議を行い指定管理者の候補者として繰上げ，市議会の議決を経て

指定管理者として指定する場合があります。 

なお，指定候補者を指定管理者として指定しないこととした場合であっても，当該施設にかかる業

務及び管理の準備のため支出した費用等については，一切補償しません。 

(2) 協定の締結 

市議会の議決により指定管理者に指定された後に，基本協定及び実施協定を締結します。 

(3) 指定期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日までの５年間 
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※ただし，この期間は市議会での議決により確定します。 

(4) 管理運営費 

ア 負担区分 

芦屋公園有料公園施設の管理運営に必要な経費は，市が別途措置する修繕費及び備品購入費以外

については，全て指定管理者の負担となります。 

なお，芦屋公園有料公園施設の管理運営に当たっては，主として次表の経費が必要となります。 

 

区分 詳細内容 

人件費 従業員給与等，社会保険料等 

修繕費 施設・設備の修繕等 

光熱水費 電気，ガス及び上下水道使用料 

設備保守等 
消防設備，電気設備，簡易専用水道設備，空調設備，制御設備等

の保守点検，法定点検手数料等 

清掃・植栽・点検等 清掃，植栽・花壇育成管理，巡回点検等 

事業費 ○○相談及び講習会 

事務局費 印刷製本費，通信運搬費，旅費，消耗品費，事務機器リース料等 

一般管理費 本部（本社）経費 

その他 体育用品，保険料，公課費，備品購入費等 

 

イ 修繕積立金の支払い 

会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）を基準とし，四半期毎に納入してください。 

ウ 管理口座 

経費は，法人等自身の口座とは別に指定管理業務専用口座を設けて行ってください。 

(5) 芦屋公園有料公園施設の利用料金 

芦屋公園有料公園施設の利用料金は，指定管理者の収入として取り扱います。 

また，指定管理者となった法人等は，芦屋市と利用料金額の設定等に係る協議を行い，条例の範囲

内で利用料金額を決定します。 

 

８ スケジュール 

募集の開始： 平成２８年８月１５日（月） 

募集要項等配布期間： 平成２８年８月１５日（月）～９月１６日（金） 

現地説明会： 平成２８年８月２９日（月） 

質問事項の受付期間： 平成２８年８月１５日（月）～９月２日（金） 

質問の回答： 平成２８年９月９日（金）まで 

応募書類受付期間： 平成２８年８月１５日（月）～９月１６日（金） 

募集の終了： 平成２８年９月１６日（金） 

面接審査：平成２８年１０月１７日（月） 

選定結果の公表： 平成２８年１１月上旬 

市議会における議決: 平成２８年１２月中旬 

指定管理者の指定(告示) ： 平成２９年１月中旬 

協定の締結： 平成２９年３月 

業務引継ぎ： 平成２９年３月 
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管理の開始： 平成２９年４月１日 

 

９ 応募に関する留意事項 

(1) 選定審査対象からの除外 

次の要件に該当する場合については失格とし，審査の対象から除外します。 

また，連合体で申請する場合においては，連合体構成法人等が次の要件に該当する場合は，連合体

による申請を失格とします。 

ア 提出書類に虚偽の記載があった場合 

イ この要項に違反又は著しく逸脱した場合 

ウ 提出期間内に提出書類等が提出されなかった場合 

エ その他不正行為があった場合 

(2) 応募内容の変更禁止 

提出された書類の内容を変更することはできません。 

(3) 応募書類の取扱い 

応募書類は理由のいかんを問わず，返却いたしません。 

(4) 応募の辞退 

応募受付後に辞退する場合は，辞退届（様式４）を提出してください。 

(5) 費用負担 

応募に関して必要となる費用は，応募者の負担とします。 

(6) 提出書類の著作権 

本市が提示する設計図書等の著作権は芦屋市及び作成者に帰属し，応募者の提出する書類の著作権

はそれぞれの応募者に帰属します。 

なお，本市が必要と認めるときは，本市は提出書類の全部又は一部を使用できるものとします。 

(7) 応募時に既に団体名称等のほか，合併その他の事由による団体の形態・性格等の変更の予定がある

場合は，必ず事業計画等に記載すること。 

例：「株式会社○○」（新社名 △△株式会社  平成●年●月●日に商号変更予定） 

 

１０ 指定管理者制度に関する留意点 

(1) 事業計画書の提出 

指定管理者は，毎年度ごとに次年度の年次事業計画書を次年度の開始１月前までに市に提出し，承

認を受けるものとします。また，年次事業計画書に記載された講習会，イベントなどについては,個

別事業計画書を，実施日（募集開始日を含む。）の１月前までに市に提出し，承認を受けるものとし

ます。 

(2) 管理状況の確認調査及び評価 

市は，協定に従い適正かつ確実な管理が実施されているかどうか，安定的継続的に管理業務の提供

が可能な状態にあるかどうか等，管理状況について随時又は定期的な確認調査を行うとともに年度終

了後の事後評価を実施します。指定管理者は，毎月に月次報告書，年度終了後に事業報告書を提出す

るものとし，確認調査及び事後評価（四半期ごとのモニタリング調査等）に協力していただきます。

また，指定管理期間中に第三者による評価を実施します。 

なお，調査については，人事・経理に係る帳簿，契約書類等を対象とします。評価結果については，

市が別に定める様式によりホームページ等で公表します。 

(3) 経営状況の確認 

経営の健全性を証するため，指定管理者が会社法，特定非営利活動促進法及びその他関係法令で求
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められる計算書類及び監査報告書を，指定管理者の毎事業年度終了後３か月以内に市に提出するもの

とし,確認調査に協力していただきます。 

(4) 利用者アンケート調査 

指定管理者は，利用者等の意見及び要望を把握するため，市と協議した様式により継続的に，利用

者等を対象としてアンケート調査を実施することとします。また，調査結果について分析及び評価を

行い，その後の管理業務への反映に努めるものとします。また，その内容を施設内に掲示するととも

に，市にその結果を報告していただきます。 

 (5) 指定の取消し等 

優先交渉権者が，正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は，指定管理者の議決後において

も，指定管理者の決定を取り消すことがあります。 

指定管理者が事業の履行が確実でないと認められるとき，履行した内容が本市の求める水準を著し

く下回ったとき，指定管理期間中に暴力団等の介入が認められたとき，又は著しく社会的信用を失う

等により指定管理者としてふさわしくないと認められるときは，指定管理者の指定を停止又は取り消

すことがあります。この場合は，指定管理者の損害に対し市は賠償しません。 

また，取消しに伴う芦屋市の損害について，指定管理者に損害賠償を請求することがあります。 

(6) 芦屋公園有料公園施設において発生した事故への対応 

指定管理者の責めに帰すべき事由により，本市又は第三者に損害を与えた場合には，指定管理者が

その損害を賠償することになります。 

施設において事故が発生した場合に備えて，指定管理者はあらかじめ事故対応マニュアルを定める

とともに，事故発生時には直ちにその旨を本市に報告することとします。 

(7) 個人情報の保護 

指定管理者は，個人情報の保護に関する法律及び芦屋市個人情報保護条例に基づき，管理業務を行

うに当たって保有することとなる個人情報の保護について，万全な措置を講じることとします。 

指定管理者は，個人情報の保護に関して，研修等に参加させるとともに，施設従事者に対し必要な

研修を実施することとします。 

(8) 情報公開 

芦屋市情報公開条例の趣旨に基づき，その管理に関する情報の公開を行うための必要な措置を講ず

るよう努めるものとします。 

また，市から芦屋公園有料公園施設に関する文書であって市が保有していないものに関し閲覧，写

しの交付等の申出があったときは，提出に応じるよう努めるものとします。 

(9) 文書の管理・保存 

指定管理者が業務に伴い作成し、又は受領した文書等は芦屋市文書取扱規程（平成 19年訓令甲第 6

号）（及び芦屋市教育委員会文書管理規則（昭和 43年教育委員会規則第 11号））に基づき，適正に管

理・保存するものとします。 

（10） 内部通報処理の仕組みの整備 

指定管理者は，公益通報者保護法（平成 16 年法律 122 号）により，通報・相談窓口の設置内部規

程の整備を行う必要があります。 

(11) 使用許可等 

指定管理者は，条例の規定に基づき使用許可等の行政処分を行うことができますが，芦屋市行政手

続条例における「行政庁」に相当することとなるため，当該処分について，行政事件訴訟法第１１条

第２項の規定による取消訴訟の被告となる場合があります。 

(12) 防犯カメラ 

指定管理者は，芦屋市庁舎内の防犯カメラの設置及び管理に関する要綱第３条に規定する業務責任
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者を置き，要綱の規定に基づきその管理を行うための必要な措置を講ずるものとします。 

(13) 公租公課の取扱い 

本件により指定管理者が管理することとなる芦屋公園有料公園施設について，法人市民税，事業所

税，新たに設置した償却資産に係る固定資産税の納税義務者となる可能性があります。指定管理者制

度における事業所税の事業主体（納税義務者）の判定は，収益の帰属（利用料金制度採用の有無）に

より行うこととなります。利用料金制度が採用されている公の施設の管理運営事業は事業所税の課税

上は収益事業として扱われ，その指定管理者は事業所税の課税対象となる可能性があります。事前に

必ず確認するなどして注意願います。（詳しくは市課税課管理係（0797-38-2015）まで相談してくだ

さい。）なお，国税については税務署，県税については県税事務所へお問い合わせください。 

(14) 避難所等 

災害時には，災害対策の用途に使用する用地を提供（一時利用）していただきます。また，災害発

生の状況により，適切に対応できるよう指定管理者は適切な体制を整備していただきます。 

（別途防災協定を協議の上締結していただきます。） 

 

１１ 問合せ先 

〒６５９－００７２ 芦屋市川西町１５番３号 

芦屋市教育委員会 社会教育部 スポーツ推進課 

Tel (0797)-22-7910  Fax(0797)22-1633 

e-mail  sport@city.ashiya.lg.jp 
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（様式１） 

芦屋公園有料公園施設 指定管理者 指定申請書 

 

平成  年  月  日                               

芦屋市長 あて 

 

 

所在地 

 

法人等名（グループの場合は，代表する法人又は団体名） 

印 

 

 

 

芦屋公園有料公園施設の指定管理者の指定を受けたいので，下記の書類を添付の上，申請します。 

記 

 

提出書類 

１ 芦屋公園有料公園施設指定管理者指定申請書 

２ 芦屋公園有料公園施設事業計画書（様式２） 

(1) 法人等の概要説明書 

(2) 芦屋公園有料公園施設管理運営に当たっての基本方針 

(3) 管理体制 

(4) 維持管理 

(5) 運営の取組 

(6) 自主事業案 

(7) 芦屋公園有料公園施設管理運営費 

(8) 人件費及び損害保険料の内訳 

３ 指定管理者の申請に係る誓約書（様式５） 

４ 添付書類 

(1) 定款，寄附行為（法人以外の団体にあってはこれに相当する書類） 

(2) 法人登記簿謄本及び印鑑証明書（法人のみ） 

(3) 法人税，消費税，地方消費税，県税及び市町村税の各納税証明書 

(4) 法人税，消費税及び地方消費税の申告書 

(5) 直近３年間の法人等の財務状況に関する書類（損益計算書，貸借対照表，会計監査法人又は監査役

会により監査を受けた場合その監査報告書） 

(6) 法人等の設立趣旨，運営方針，事業内容等の概要が分かるもの 

(7)  事業実績等の概要が分かるもの 

(8)  代表者履歴，役員名簿 

(9) その他本市が必要と認めた書類等 

以上
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（様式２） 

 

芦屋公園有料公園施設 事業計画書 

（１） 法人等の概要説明書 

 

法人等名称  

 

 

代表者氏名  

 

 

主たる事務所の所在地  

 

 

役員数  

 

 

従業員数  

 

 

担当者名  

 

 

電話番号  

 

 

Fax番号  

 

 

ｅ－ｍａｉｌ  
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（様式２） 

（２）芦屋公園有料公園施設管理運営に当たっての基本方針 

 

記載項目 記入欄 

(1) 芦屋公園有料公園

施設の管理運営を行う

に当たっての基本方針

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 団体の理念及び運

営方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 団体の業務推進能

力について 
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（様式２） 

（３）管理体制 

 

記載項目 記入欄 

(1) 芦屋公園有料公園

施設の管理体制につい

て 

（非常駐者について

は，その旨を明示して

ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 総括責任者につい

て（実績・資格等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 緊急時の対応につ

いて 

（事故・災害発生時，

緊急時の体制，対策の

概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 管理の質及び利用

者サービスの向上の取

組について 
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（様式２） 

（４）維持管理 

 

記載項目 記入欄 

(1) 芦屋公園有料公園

施設の管理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 庭球場の維持管理

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 安全対策について 

（事故防止の取組や体

制など安全対策の概

要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 環境に配慮した取

組について 
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（様式２） 

（５）運営の取組 

 

記載項目 記入欄 

(1) 芦屋公園有料公園

施設の運営について 

 

 

 

 

 

 

(2) 個人情報保護の措

置について 

（具体的な対策を明示

してください。） 

 

 

 

 

 

 

(3) 不法行為・迷惑行

為等への取組について 

 

 

 

 

 

 

(4) 市民参加及び市民

協働への取組について 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 集客促進及び利用

率向上を目的とした事

業や施策について 

※具体的な案は自主事

業案で記入のこと 

 

 

 

 

 

 

(6) 本市のスポーツ推

進実施計画の政策目標

に基づいた事業や施策

について 

※具体的な案は自主事

業案で記入のこと 
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（様式２） 

（６）自主事業案 

 

 事業名 目的 内容 実施時期・回数 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

５ 
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（様式２） 

（７）管理運営費（消費税相当額を含む。） 

（平成□□年度） 

（金額：千円） 

項目 金額 積算根拠等 

（収入） 

利用料収入 

自主事業収入 

（うち○○事業） 

（うち○○事業） 

その他収入 

（自販機，売店等） 

 

 

 

 

 

 

 

  

計（Ａ）   

（支出） 

人件費 

修繕費 

その他支出 

（うち光熱水費） 

（うち設備保守等） 

（うち清掃・警備等） 

（うち○○推進費） 

（うち事務局費） 

自主事業費 

（うち○○事業） 

（うち○○事業） 

修繕積立金 

 

 

 

 

 

 

  

計（Ｂ）   

（Ａ）－（Ｂ）  

※消費税及び地方消費税の率は，１０％として算出すること 



募集要項 

 21 

（様式２） 

（８）人件費及び損害保険料の内訳 

（平成□□年度） 

（金額：千円） 

記載項目 記入欄 

(1) 人件費内訳 

 

（年齢・職種ごとに月

額を記載し，算定根拠

を明示ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 施設賠償責任保険

内訳 

 

（保険種類，保険種目，

てん補限度額及び免責

金額及び保険料につい

て明示してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 第三者賠償保険内

訳 

 

（保険種類，保険種目，

てん補限度額及び免責

金額及び保険料につい

て明示してください。） 
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（様式３） 

芦屋公園有料公園施設指定管理者等募集要項に関する質問書 

 

平成  年  月  日 

芦屋市長 あて 

 

質問者 法人等名               

代表者氏名              

回答書送付先             

担当者氏名              

電話番号               

Fax番号               

ｅ－ｍａｉｌ            

質問 

番号 

募集要項の 

該当項目等 
質問内容 備考 
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（様式４） 

辞退届 

平成○○年○○月○○日  

芦屋市長 あて 

 

所在地 

 

法人等名（グループの場合は，代表する法人又は団体名） 

 

印 

 

 

芦屋公園有料公園施設の指定管理者の指定を受けるため申請しましたが，都合により辞退します。 

 

記 

 

 辞退の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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（様式５） 

指定管理者の選定等に係る誓約書 

平成  年  月  日  

芦屋市長 宛 

 

所在地 

 

法人等名（グループの場合は，代表する法人又は団体名） 

代表者氏名 

印 

 

 

芦屋公園有料公園施設の指定管理者の選定等に当たり，提出した申請書類に虚偽又は不正はありません。

また，下記の申請資格をすべて満たし，かつ，欠格事項のすべてに該当していないことを誓約します。 

 

記 

1 申請資格 

(1)  法人その他の団体，又は，複数の法人等により構成されるグループであること。 

 （兵庫県又は大阪府内に本社，支社，営業所等の事業所があること。） 

(2)  芦屋公園有料公園施設の事業，施設管理等を円滑に遂行できる能力を有する法人等であること。 

(3)  他に単独又はグループで芦屋公園有料公園施設の指定管理者の申請をしていないこと。 

 

2 欠格条項 

(1)  地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当する者 

(2) 応募書類提出時点において，本市の一般競争入札の参加停止又は指名競争入札の指名停止等措置を受

けている者，またはそれに準ずる者 

(3) 連合体構成法人等又はその代表が，芦屋市暴力団排除条例第２条第１号から第３号までに規定する者

又は指定管理者としてふさわしくない者 

(4) 法人税，消費税，地方消費税，府県税及び市町村民税を滞納している者 

(5) 芦屋公園有料公園施設の指定管理者の選定を行う選定・評価委員の属する法人又は応募事務に関与し

た者及びこれらの者と利害関係を有する者等 

(6) 指定管理者の指定取消しを受けた者 

(7)  芦屋市，国県等の公的機関による許認可取消し等の行政処分及び業務改善等の行政指導を過去３年以

内に受けている者 

(8) 指定管理業務に関連する業務に係る訴訟が係属中のもの及び過去３年以内に敗訴している者 

 

 

 

以 上 
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（様式６） 
（指定管理用） 

 
誓 約 書 

 
下記１の施設に係る指定管理者基本協定の締結に当たり，芦屋市暴力団排除条例（平成２４年芦屋市条

例第３０号。以下「条例」という。）を遵守し，暴力団を利することとならないよう措置を講じて暴力団排
除に協力するため，下記２のとおり誓約する。 
なお，芦屋市（以下「市」という。）がこの誓約書の写し及び下記２(4)の情報を所轄の警察署長（以下

「警察署長」という。）に提供すること，市が警察署長に下記２(1)及び(2)に関して意見照会すること並び
に警察署長から得た情報を市が他の業務において暴力団を排除するために利用し，又は他の実施機関（芦
屋市個人情報保護条例（平成１６年芦屋市条例第１９号）第２条第１号に規定する実施機関をいう。）に提
供することについて同意する。 
 

記 
 
 
１ 公の施設     名称                         
 
 
           所在                         
 
  指定管理期間   平成  年  月  日～平成  年  月  日 
 
２ 誓約事項 
(1)  指定管理者は，次のア及びイに該当しないこと。 

ア 条例第２条第１号に規定する暴力団 
イ 条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係者 

(2)  指定管理者が行うべき業務（以下「指定管理者業務」という。）の一部を第三者に行わせようとする
場合にあっては，暴力団等（前号ア及びイに該当する者並びに条例第２条第２号に規定する暴力団員
をいう。以下同じ。）をその受託者としないこと。 

(3)  指定管理者が前２号のほか，基本協定（暴力団排除に関する部分に限る。）の条項に違反したときは，
指定の取消し，損害賠償請求その他の市が行う一切の措置について異議を述べないこと。 

(4)  市が，指定管理者又は再委託等の契約の受託者が暴力団等に該当するのか否かを確認するために，そ
れらの役員等（芦屋市契約等に係る事務からの暴力団等の排除措置に関する要綱第２条第２号に規定
する役員等をいう。以下同じ。）の氏名その他の情報の提供を求めた場合は，指定管理者は速やかに
必要な情報を市に提出すること。 

(5)  指定管理者は，指定管理者業務の履行に伴い，暴力団等から妨害その他の不当な手段による要求（以
下「不当介入」という。）を受けたときは，市に報告し，及び警察署長に届け出て，捜査上必要な協
力を行うこと。 

(6)  指定管理者は，再委託等の契約の受託者に対し，当該再委託等の契約の履行に伴い，不当介入を受け
たときは，市に報告するよう指導すること。 

(7)  指定管理者は，再委託等の契約の受託者から不当介入を受けたという報告を受けたとき及び再委託
等の契約の受託者が当該再委託等の契約の履行に伴い，不当介入を受けたことを知ったときは，市に
報告し，警察署長に届け出て，当該再委託等の契約の受託者とともに，捜査上必要な協力をすること。 

 
 
平成  年  月  日 
 
芦 屋 市 長  宛 
 
 

住   所 
（所在地） 
氏   名 
法 人 名 
代表者名                   印 
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（様式６） 
 

役 員 名 簿（役員等一覧表） 
 

【指定管理期間】    平成  年  月  日～平成  年  月  日 
 

【公の施設の名称】 【                        】 
 
 次のとおり，提出します。 

役職名 氏 名 フリガナ 生年月日 性別 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

   
明治 大正 昭和 平成 

 
年  月  日 

男 女 

※記載された情報は，芦屋市暴力団排除条例第４条の規定に基づき，暴力団排除のために必要な限度で使
用します。 

※この名簿に記載されている個人情報については，誓約内容の確認に必要な範囲内で，他の官公署に照会
することになりますので，各人の同意を得た上で記載してください。 

 
平成   年   月   日 
 
 
商号又は名称 
 
 
代表者役職名及び氏名                  印 
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【役員名簿の記載方法】 
１ 役職名，氏名，フリガナ，生年月日，性別を正確に記載してください。 
２ この書面には，次に該当する者を記載してください。 
ア 法人にあっては，役員（芦屋市暴力団排除条例（平成２４年芦屋市条例第３０号。以下，「条例」とい

う。）第２条第３号アに規定する役員をいう。）及び使用人（支配人，本店長，支店長その他いかなる
名称を有する者であるかを問わず，営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括する者の権限を
代行し得る地位にある者を含む。）をいう。以下ウにおいて同じ。） 

イ 法人以外の団体にあっては，代表者，理事その他アに掲げる者と同等の責任を有する者 
ウ 個人にあっては，その者及びその使用人 
 ※参考（名簿記載対象者） 

(1)  株式会社（特例有限会社を含む。） 取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。） 
(2)  合名会社又は合同会社 社員 
(3)  合資会社 無限責任社員 
(4)  社団法人又は財団法人 理事 
(5)  (1)から(4)までに掲げる法人以外の法人 (1)から(4)までに掲げる役職に相当する地位にある者 
(6)  法人格を有しない団体 代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされ 

る者 
(7)  個人 その者 
(8)  (1)から(7)までに掲げるもののほか，契約先に受任者を設定している場合は，その受任者 
(9)  当該事業者が会社更生手続又は民事再生手続中である場合は，(1)から(8)までに掲げるもののほか， 

管財人 
(10) 登記簿謄本に記載のある役員全てについて記載すること。（ただし，監査役は除く。） 
３ 生年月日・性別の記載について，該当するものに○をつけてください。 
４ 同一内容であれば任意の様式での提出も可とします。 
【注意事項】 
１ この書面の記載に当たっては，対象者すべての同意を得てください。 
２ 対象者が多く，この書面に記載できない場合は，この書面をコピーして記載してください。 
３ この書面提出後，役員等に変更がありましたら，速やかに変更後の書面を提出してください。 
４ 記載された情報は，条例第４条の規定に基づき，暴力団排除のために必要な限度で使用します。 
 
○芦屋市暴力団排除条例（平成２４年芦屋市条例第３０号）（抜粋） 
 (定義) 
第 2条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
(1) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77号。以下「法」という。)

第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。 
(2) 暴力団員 法第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。 
(3) 暴力団密接関係者 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者で次のいずれかに該当するものを

いう。 
ア 暴力団員が役員(法第 9条第 21号ロに規定する役員をいう。以下同じ。)として，又は実質的に経営に

関与している事業者 
イ 暴力団員を業務に関し監督する責任を有する者(役員を除く。以下「監督責任者」という。)として使

用し，又は代理人として選任している事業者 
ウ 次に掲げる行為をした事業者。ただし，事業者が法人である場合にあっては，役員又は監督責任者が

当該行為をした事業者に限る。 
(ｱ) 自己若しくは自己の関係者の利益を図り，又は特定の者に損害を与える目的を持って，暴力団の威力

を利用する行為 
(ｲ) 暴力団又は暴力団員に対して，金品その他の財産上の利益の供与をする行為 
(ｳ) (ｱ)又は(ｲ)に掲げるもののほか，暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認め

られる行為 
エ アからウまでのいずれかに該当する者であることを知りながら，これを相手方として，下請契約，業

務の再委託契約その他の契約を締結し，これを利用している事業者 
(4) 関係機関等 法第 32条の 3第 1項の規定により兵庫県暴力追放運動推進センターとして指定を受け

た者その他の暴力団の排除のための活動を行う機関又は団体をいう。 
(市の責務) 
第 4条 市は，この条例の趣旨にのっとり，市民及び事業者の協力を得るとともに，兵庫県(以下「県」 
という。)及び関係機関等との連携を図りながら，暴力団の排除に関する施策を実施するものとする。 
2 市は，暴力団の排除に資すると認められる情報を入手したときは，県又は関係機関等に対し，当該 
情報を提供するものとする。 
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※ 平成２６年度から平成２８年度までの管理運営費（収入については，庭球場４面としての数値。支出

については，庭球場１０面（追加６面の維持・管理経費含む）としての数値。） 

 

＜参考＞ 

芦屋公園有料公園施設管理運営費（消費税相当額を含む。） 

（金額：円） 

項目 平成２６年度 

 

平成２７年度 

 

平成２８年度 

（予算額） 

（収入） 

 

利用料金収入 

（内駐車場収入） 

自主事業収入 

その他収入 

 

 

 

 

１５，８３０，２００ 

（２，６４０，０００） 

２，３６４，０００ 

６３１，１６７ 

 

 

 

１５，９１２，１００ 

（２，６４０，０００） 

２，６１０，０００ 

６２１，１７１ 

 

 

 

１４，６７６，５００ 

（２，６４０，０００） 

３，６９２，５００ 

３６０，０００ 

 

計 １８，８２５，３６７ １９，１４３，２７１ １８，７２９，０００ 

 

（金額：円） 

項目 平成２６年度 

 

平成２７年度 

 

平成２８年度 

（予算額） 

（支出） 

 

人件費 

修繕費 

小計 

 

その他支出 

（うち光熱水費） 

（うち設備保守等） 

（うち備品費） 

（うち自主事業） 

（うち事務局費） 

 

 

 

 

 

 

 

６，１５６，４８６ 

４５０，３６０ 

６，６０６，８４６ 

 

１１，７８１，５４５ 

３，２５３，８９２ 

４，０６０，４３２ 

４０３，６３７ 

２，０２５，９００ 

２，０３７，６８４ 

 

 

 

 

 

 

 

６，３１５，０９７ 

９７８，８００ 

７，２９３，８９７ 

 

１１，８４９，３７４ 

２，７１８，９１６ 

３，９７０，８３４ 

２３７，７９３ 

２，２０１，７００ 

２，３５０，７０９ 

 

 

 

 

 

 

 

５，２４１，０００ 

５９２，０００ 

５，８３３，０００ 

 

１２，６９９，５００ 

２，２９５，０００ 

３，６１９，０００ 

０ 

３，６５７，５００ 

３，１２８，０００ 

 

 

 

 

 

計 １８，３８８，３９１ １９，１４３，２７１ １８，５３２，５００ 

 

 

 



ａ 施設 配置図



ｂ 管理棟 平面図
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